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歯科における禁煙支援に伴うニコチン依存度および口腔内の経時的変化
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目的 本研究の目的は，歯科臨床での継続的な禁煙支援活動がニコチン依存度と舌苔，味覚，口

臭，唾液にどのような影響を及ぼすか，追跡調査により明らかにすることである。

方法 対象は，首都圏にかかりつけ歯科医をもち喫煙習慣を有する14人とした。歯科診療所での禁

煙支援に加えて喫煙状況の把握，ニコチン依存度および口腔に関する評価を行った。調査は，

医科における禁煙治療の日程に準拠して禁煙支援開始日である初回，初回から 2 週間後，4 週

間後，8 週間後，12週間後の合計 5 回実施した。禁煙支援は，歯科衛生士が「禁煙支援教材

（日本歯科医師会）」を用いて個別に行った。ニコチン依存度は主要な判定法である

Fagerstr äom Test for Nicotine Dependence, Tobacco Dependence Screener, Kano Test for Social

Nicotine Dependence について自記式にて回答を得た。口腔に関する評価は，◯視診による舌

苔付着範囲，◯舌滴下法による味覚閾値（甘味・塩味），◯呼気中の揮発性硫黄化合物濃度，

◯pH メータを用いた唾液 pH 値の 4 項目とした。各調査回におけるニコチン依存度および口

腔に関する評価の比較を行うため，Friedman 検定および多重比較検定を行った。

活動内容 中断者 2 人を除く12人（男性 8 人，女性 4 人）を分析対象とした。これらの12人におい

て，禁煙支援後12週間の時点で禁煙に至った者はいなかった。しかし，禁煙支援後12週間の喫

煙本数は，禁煙支援開始時と比較して大きく低減した。ニコチン依存度および口腔に関するす

べての評価項目についても，調査回間に有意差が認められた（P＜0.001）。次いで，Bonferroni

の方法による多重比較検定を行った結果，ニコチン依存度，舌苔付着範囲，味覚閾値，揮発性

硫黄化合物濃度が初回に比べて12週後に有意に低下した。唾液 pH 値は，初回に比べて12週後

に有意に上昇した。

結論 歯科における12週間の禁煙支援活動は，喫煙本数の減少，ニコチン依存度の低下，そして舌

苔，味覚，口臭，唾液の状態に良好な影響を及ぼすことが示唆された。
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 は じ め に

近年，わが国では健康増進法の改正に伴う受動喫

煙防止対策の強化が議論されるとともに，たばこ対

策の促進が必要になっている1)。こうした現状のな

か，歯科口腔領域における禁煙支援の推進が求めら

れている。

歯科診療所における禁煙指導の意義2)や歯科医師

による禁煙介入の役割3)歯科衛生士による禁煙支援

の実態4)，そして市町村における禁煙支援事業連

携5)に関する調査研究より，歯科における禁煙支援

の有効性や重要性が報告されている。また，筆者ら

は口臭6)と唾液7)に焦点をあてて喫煙者と非喫煙者

を比較した結果，喫煙との有意な関連を報告してい

る。しかし，歯科患者を対象に禁煙支援活動を継続

的に行った場合のニコチン依存度や口腔内の変化を

検証した報告はない。歯科保健医療職が歯科患者に

禁煙支援を行った効果を検証することは，地域の歯

科におけるたばこ対策の機能を明らかにするために

意義がある。

そこで本研究は，歯科受診の喫煙者を対象に，歯

科医院にて継続的に禁煙支援活動を行い，その影響

について追跡し，喫煙本数やニコチン依存度の変化

に加え，口腔環境への影響についても調べた。
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 方 法

. 対象

対象は，かかりつけ歯科医を受診した喫煙者とし

た。選定基準は，◯成人であること，◯唾液と口臭

に影響を及ぼす全身疾患（高血圧・糖尿病・腎疾

患・肝疾患・シェーグレン症候群等）および治療薬

の服薬のない者，◯喫煙習慣のある者，◯禁煙治療

中でない者，◯禁煙を希望する者とした。上記基準

の該当者の受診時に，当該歯科診療所の院長が研究

協力依頼と説明をした。院長からの依頼と説明後，

十分な理解のうえ本人の自由意思による同意書が得

られた14人（男性 9 人，女性 5 人）を対象者とした。

. 方法

喫煙状況を把握した後，ニコチン依存度調査およ

び口腔に関する評価を行い，禁煙支援を実施した。

禁煙支援活動の資料・教材は，日本歯科医師会によ

る「禁煙支援教材」8)を使用し，歯科衛生士 1 人が

写真やデータ等を示しながら 3～5 分の個別の支援

を行った。調査期間は2015年 4 月から同年 8 月まで

とし，午前10時から午後 7 時までの時間帯に，対象

者が受診する診療所の個室で行った。医科における

禁煙外来でのニコチン依存管理料による禁煙治療

（以下，禁煙治療）スケジュール9)に準拠し，禁煙

支援開始日である初回（1 回目），初回から 2 週間

後（2 回目），4 週間後（3 回目），8 週間後（4 回目），

12週間後（5 回目）の合計 5 回について，以下に示

す各項目の評価を行った。なお，初回にブリンクマ

ン指数（1 日の喫煙本数×喫煙年数）を算出し，1

回の評価には20分程度を要した。ニコチン依存度評

価および口腔に関する測定値は「結果一覧表」に記

載のうえ対象者へ渡し，各回の調査終了時に口頭で

説明した。

喫煙本数とともに，ニコチン依存度についても評

価した。ニコチン依存度判定法である FTND

(FTNDFagerstr äom Test for Nicotine

Dependence)10), TDS (TDSTobacco Dependence

Screener)11) と KTSND (KTSNDKano Test for

Social Nicotine Dependence)12) を用いて，各々評価

スコアを算定した。

口腔環境に関する評価は以下の 4 項目とし，歯科

医師の指示・監督のもとに同一歯科衛生士が行っ

た。なお，呼気測定にあたり測定日に含硫食材の摂

取，口腔清掃，ブレスケア製品，香料を使用しない

こと，唾液採取および味覚閾値検査にあたり測定の

2 時間前から口腔清掃，含嗽剤使用，飲食，喫煙，

洗口をしないことを対象者へ事前に文書および口頭

にて指示した。

1) 視診による舌苔付着範囲

開口で舌を前方へ突出した状態で舌苔の有無，舌

苔があった場合には舌背を 3 分割した時の舌苔の広

がりを 4 段階（舌苔がほとんど認められない，舌苔

が舌後方 3 分の 1 未満，舌苔が舌後方 3 分の 1 以上

3 分の 2 未満，舌苔が舌後方 3 分の 2 以上）で評価

した13)。

2) 舌滴下法による味覚閾値（甘味・塩味）

甘味はスクロース（日本薬局方 Sucrose），塩味は

塩化ナトリウム（日本薬局方 NaCl）を使用し，蒸

留水に溶解し溶液を作成した。20～22°Cに調整した

味溶液 1 ml をマイクロピペットで採取し濃度の低

いものから舌中央に滴下し，閉口状態での味質の認

識の可否の申告に基づき 5 段階で評価した14)。な

お，甘味と塩味の検査間は蒸留水で30秒間の含嗽後

10分間の間隔を設けた。

3) 口臭測定器（呼気サンプル法）を用いた呼気

中の揮発性硫黄化合物（VSCSVolatile Sulfur

Compounds）濃度

VSCS 値測定器のガスクロマトグラフィー

（NISSHA エフアイエス株式会社，Oral ChromaTM

CHM-2，兵庫）を用いて，VSCS の主要な臭気成

分である，硫化水素（H2S），メチルメルカプタン

（CH3SH），ジメチルサルファイド（(CH3)2S）の 3

種の濃度15)を測定した。専用のディスポーザブルシ

リンジに 1 ml 採気した口腔ガスを試料とし，測定

器への注入後，測定器と接続したパソコン画面に表

示された結果値を把握した。

4) pH メータを用いた唾液 pH 値

唾液測定は，対象者が座位にてプラスチック計量

容器（シンリョウ，東京，目盛付き計量カップ20

ml）を保持し，吐唾法にて採取した安静時唾液を

試料とした。ガラス電極法を用いた pH 計測機器

（コンパクト pH メータ LAQUAtwin B-712，堀場

製作所，京都）を使用して，測定器センサー部に試

料250 ml を滴下して唾液 pH 値を得た。

. 統計学的分析

統計学的分析は，Friedman 検定および多重比較

検定を用いて各調査回におけるニコチン依存度およ

び口腔に関する評価の比較を行った。統計ソフトは

SPSS Statistics Ver.25.0（日本 IBM）を使用し，有

意水準は 5とした。

. 倫理的配慮

本研究は，埼玉県立大学倫理委員会の承認（2015

年 3 月 6 日．番号26110号）を得て実施した。調査

実施施設である歯科診療所の院長に，研究目的，研

究方法，依頼事項等を文書と口頭で説明し承諾を得

た。研究対象者への研究協力の依頼時には，研究趣
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図 歯科での禁煙支援による喫煙本数の減少率別にみた分析対象者数

図 歯科での禁煙支援によるニコチン依存度の推移

FTND; Fagerstr äom Test for Nicotine Dependence
TDS; Tobacco Dependence Screener
KTSND; Kano Test for Social Nicotine Dependence
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旨と目的，協力内容と方法，研究協力に伴う負担と

危険性，研究協力は対象者本人の自由意思に基づく

こと，中断の自由と同意撤回の方法，協力をしなく

とも一切の不利益を受けないこと，データの取り扱

い，個人情報の保護と管理，研究成果の公表等に関

する事項を明記した文書を用いて口頭で説明した。

同意書への署名によって同意の取得とし，同意書を

得たうえで調査を実施した。

 活 動 結 果

14人の対象者のうち，中断者 2 人を除く12人を分

析対象とした。中断者の内訳は，禁煙の意思消失を
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図 歯科での禁煙支援による舌苔付着量および味覚閾値

表 歯科での禁煙支援による口臭および唾液 pH

の推移 n＝12

初回 2 週 4 週 8 週 12週

口臭（ppb） H2S 277.3 262.9 243.3 165.7 155.1

CH3SH 47.3 45.8 44.6 27.5 24.7

(CH3)2S 31.4 30.0 29.3 16.9 15.5

唾液 pH 5.4 5.5 5.5 6.0 6.3

平均値
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理由に 1 回目の受診後に研究協力の同意撤回をした

男性 1 人と，理由不明にて 3 回目以降に受診のな

かった女性 1 人である。禁煙支援開始時におけるブ

リンクマン指数の平均は702.9（200以上が11人）で

あった。12人が過去に禁煙経験があった。

12週間の禁煙支援を終了した者のうち，支援終了

時点で 4 週間以上の禁煙に成功した者は 0 人だっ

た。しかし，禁煙支援後の喫煙本数は，禁煙支援開

始時に比較し大きく低減し，12週間後の時点で開始

時の喫煙本数の 8～18になった者が最も多く 6 人

であった。対象者の年代は50歳代が 4 人で最も多

く，次いで40歳代と60歳代が各 3 人だった（図 1）。

調査期間におけるニコチン依存度（図 2），舌苔

付着範囲および味覚閾値（図 3）の平均値の推移か

ら，禁煙支援開始後 2 週から 4 週にかけて，いずれ

の項目も顕著な低下を示した。12週間にわたる歯科

での禁煙支援により，KTSND の平均値は17.0から

6.3へ，TDS の平均値は7.9から2.9へ低下した。口

臭測定値の推移は禁煙支援開始後 4 週から 8 週にか

けて顕著な低下が，唾液 pH は禁煙支援開始時の

5.4から支援開始後 8 週には6.0を示した（表 1）。ま

た，Friedman 検定の結果，ニコチン依存度および

口腔に関するすべての評価項目について，調査回間

に有意差があった（P＜0.001）。そのため，Bonfer-

roni の方法による多重比較検定を行った結果，すべ

ての評価項目について初回に比べて12週後に有意に

低下した（表 2）。

 考 察

本研究はかかりつけ歯科を受診した喫煙者のう

ち，禁煙希望者14人を対象に，歯科での禁煙支援と

ともにニコチン依存度および口腔に関する評価を12

週間にわたり 5 回行い，経時的な変化を検証した。

その結果，2 人の中断者を除く分析対象者12人にお

いて，禁煙成功には至らなかった。しかし，禁煙支

援開始から12週間後の喫煙本数は12人すべてが減少

し，ニコチン依存度が有意に低下した。また，舌苔

付着，味覚，口臭，唾液について，良好な状態に変

化した。

本研究では，歯科衛生士による禁煙支援を行った

が，同様な取り組みを行った先行研究では，1 週間

程度の短期間の禁煙16)には有効だが，長期間の禁煙

には効果がない17)と指摘しており，本研究の結果と

近似していた。歯科診療所における禁煙支援とし

て，患者への口腔清掃指導は節煙に効果がある18)と

の報告も今回の結果と同様であり歯科衛生士による

禁煙支援活動について一定の効果が確認された。今
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表 歯科での禁煙支援によるニコチン依存度および口腔に関する評価

n＝12

中 央 値
x2 P 値 多重比較検定

初回 2 週 4 週 8 週 12週

ニコチン依存度

（score）

FTND 9.0 9.0 4.0 4.0 4.0 44.9 P＜0.001 初回＞4 週＞8 週＞12週

TDS 8.0 8.0 4.0 3.5 3.0 44.2 P＜0.001 初回＞2 週＞4 週＞8 週＞12週

KTSND 17.0 16.0 7.0 6.0 6.5 43.0 P＜0.001 初回＞2 週＞4 週＞8 週＞12週

舌苔付着範囲（score） 2.0 2.0 1.0 1.0 1.0 44.0 P＜0.001 初回＞4 週＞8 週＞12週

味覚閾値（grade） 甘味 3.0 3.0 2.0 2.0 1.0 41.1 P＜0.001 初回＞4 週＞8 週＞12週

塩味 3.0 3.0 2.0 2.0 1.0 42.7 P＜0.001 初回＞4 週＞8 週＞12週

口臭（ppb） H2S 242.5 237.5 220.0 124.0 113.0 45.7 P＜0.001 初回＞2 週＞4 週＞8 週＞12週

CH3SH 36.0 32.0 31.0 14.0 11.5 42.0 P＜0.001 初回＞4 週＞8 週＞12週

(CH3)2S 34.0 33.0 32.0 16.5 15.5 43.5 P＜0.001 初回＞2 週＞4 週＞8 週＞12週

Friedman 検定

: P＜.05（両側検定）

FTND; Fagerstr äom Test for Nicotine Dependence

TDS; Tobacco Dependence Screener

KTSND; Kano Test for Social Nicotine Dependence
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回の対象者12人中11人が，禁煙治療の対象要件にあ

る「ブリンクマン指数200以上」9)だったことから，

ニコチン依存の高さが認められたことも，禁煙に至

る者がいなかった要因のひとつであると考えられ

る。ニコチン依存は，心理的依存と身体的依存より

成り，心理療法と薬物療法が有用であることが知ら

れている19)。今回，歯科衛生士が行った禁煙支援

は，認知行動療法を基盤とした心理的アプローチが

中心であったため，その効果が限局的なものであっ

た可能性がある。

一方，ニコチン依存度について，身体的依存を測

る尺度としての意義をもつ FTND10)，生理学的な

知見からニコチン依存症を診断する TDS11)，心理

的依存を評価する KTSND12) のいずれも12週間で

有意な低下がみられた。本研究の結果，禁煙支援開

始後 2 週から 4 週にかけてニコチン依存度の顕著な

低下がみられた理由として，禁煙支援活動の結果，

準備期にあった対象者の行動変容ステージモデル20)

が実行期へ移行したことが考えられるが，今後さら

なる検証が必要である。

かかりつけ歯科での禁煙支援活動の推進は，行動

変容の機会をより多くもつ可能性がある。歯科保健

医療の専門家の視点での口腔保健指導を通して，禁

煙支援による口腔内の変化をみることにより，多面

的な効果を把握することが可能となる。口腔内の評

価項目として，喫煙との関連が明らかになっている

舌苔付着21)，味覚閾値22)，唾液7)，舌苔との関連性

が証明されている口臭13,23)について，今回の禁煙支

援によって，どのような効果があったのかを検証し

たところ，舌苔付着量と味覚閾値は併行した改善が

みられ，口臭は舌苔付着量の低下を受けて良好な状

態に変化していた。唾液 pH の測定値では，禁煙支

援開始時は酸性であったが，8 週間後には唾液 pH

の標準とされる中性に変化した。これは，主流煙が

弱酸性である24)ため，たばこ煙成分が唾液に溶解さ

れ唾液 pH の酸性が常態化したものが，禁煙支援の

介入によって唾液 pH が改善したと考える。このよ

うに，禁煙支援と口腔保健指導を同時に実施するこ

とにより，相乗効果が得られる可能性が示唆され

た。今後は，禁煙介入による対象者の意識や知識と

いった主観的な評価とあわせて検討することが必要

である。

 結 論

本研究の結果から，歯科診療所での口腔保健指導

に禁煙支援を付加することにより，12週間の継続的

な行動変容プログラムによって，喫煙本数の減少，

ニコチン依存度の低下，そして舌苔，味覚，口臭，

唾液評価指標の有意な改善が示された。

今後は，対象者数の増加を図るとともに，歯科診

療所を活用した禁煙支援活動の有効性を高めるため

の調査研究の推進が必要である。

本研究にご協力いただきました対象者の皆様，研究の

遂行に多大なるご支援を賜りました歯科診療所の院長先

生，歯科助手の皆様に心から御礼申し上げます。

本研究は，日本学術振興会科学研究費補助金「禁煙に

よる口臭および唾液の測定値変化の検証（課題番号

26861834）」の一環として行った。

開示すべき COI 状態はない。
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